








自社の株式 を支払手段 と して用 いるケー スが あ る。代表 的な例 として、取締役 ・従 業員 への報酬 を、
自社株 を購入す る権利 の形で付与す るス トック ・オ プシ ョン(stock-basedcompensation)が挙げ られ る。
また、 ス トック ・オプシ ョン以外 に、資産 の賄 人や 費用 の支払 の際に、 自社株 あ るいは 自社株 を購入す
る権 利 を付 与す る契 約 を結 ぶ こ とが で き る1。本 稿 で は 、 この よ うな ケー ス を 「株 式 に よる支 払 」
(stock-basedpayment)として 定義す る。
本来 、株式の発行 は資金調 達の ために用い るのであ るが 、近年では ス トック ・オプ シ ョンの権利行 使
に伴 う株 式発行 及 び支払 手段 と しての株 式の付 与が増 えてい る2。一ー一般的 に、株 式発行 が資金調達 目的 か
支払 手段 目的か で異 なる処理 をす る ことは考 え られない。 しか し、 上記の よ うに、資金調 達の 目的以外
での株 式発行 の増加 を背 景 に、近 年では 、米 国の会計基準 や国際会 計基準 にお いて、株式発 行 による支
払義務(obligation)について検討が行 われ 、負 債(liability)の定義 と持分金 融商品(equityinstrument)
の定義について再 考 され てい る3。
本稿で は、まず、 この よ うな 「株 式 によ る支 払」 について、 資産 ・費用の測 定に関す る基本的な 考え
方を 立て 、株式発行 に よる支払義務が 資本(equity)であ るか負債 であ るか につ いて検討す る。特 に、支











が ど うあ るべ きかについて考察 したい。その際、株式発行が新株 だけによ らず 自己株式(treasurystock)
があて られ る状況 を鑑 みて、 自己株式 の処 理 との整合性 も考慮す る。 日本で も、 自己株式 の取得 ・保 有
が 自由化 され た4ので、今 後は、買い戻 した 自己株式 を決済 のために再発行ない し売却す ることで、株 式
に よる支 払を行 うこと も考 え られ る5。本稿 では、そのよ うな動 きを視野に入れ て考察を行 っていきたい。
2.基本的な考 え方一 資産 と費用の測定との関連で
一般的に、支払義務の発生は、資産の購入や費用の発生 に伴って生 じる。たいてい、資産の購入金額
や費用の金額はあらか じめ決まっている。現金での支払の場合、請求された金額が支払義務として負 債
計上 される。 このように支払義務が金額 としてあ らか じめ決められている場合、株式による支払はどの
よ うに行われるのであろうか。
(1)支払義務 の金額が あ らか じめ決め られ てい るケー ス
資産の購入や費用の発生にあた り、その金額が決め られてお り、株式での支払を行 う場合、現金での
支払 と異なる点はあるのであろ うか。このような場合、請求された金額に等 しい時価総額の自社株を付
与す ることは可能である6。したがって、現金での支払と同 じ金額で資産や費用の金額を計4:することが
で きる。 同時 に、株 式発行 に伴い資本が認識 され る。
ただ し、上記の ケース は資産 と費用 の金額が あ らか じめ決 ま ってお り、計 上金額 において売 り手(サ
ー ビス提 供者)と 買い手 との間 で合意 があるケー スであ る。 契約 方法に よって は、株 式での支払の場 合、
金額 ではな く付与 され る株 式数 があ らか じめ決 め られ るこ ともある。代表的 な例が、取締役 ・従業 員へ
の報酬の支払 に株式 を用 いるス トック ・オプ シ ョンで ある。
(2)支払 義 務 が 株 式 数 に よ って 決 め られ て い るケ ー ス
前述 した よ うに、 ス トック ・オプシ ョンの場 合、行使価格 で購入で きる株式数 を決め るとい う形式 で
報酬 を定めてい る。 この うち、ス トック ・オ プシ ョンを付liする段階で株 式数 を決定す る固定型(fixed)
と付 与され た後 の状況をみて決定す る変動型(variable)とが ある。
ま た、ス トック ・オプシ ョン以外 に も、資産 の購入 や費用の発生 において、支払金額が株式数 に よっ
て決 め られ る ケー スもあ りうる。例 えば、財 ・サーー ビースの供給 業i者として、独 立契約 当事者(indepenclent
contractor)や取引業者(supplier)などに対す る支 払義務 について、金額 ではな く株 式数 を決 める こ
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る場合 には、資産や費用の計上金額はどのように決定 され るのであろ うか。
基本的に、財 ・サー ビスの購入において株式その ものが支払の手段 として用い られ る場合には、現物
出資 と同様に考えてよいであろ う。その際、受け入れた資産の公正価値あるいは発行 した株式の公正価
値のいずれか信頼できる数値をベースにして測定が行われ る。先ほどの(1)においては前者が信頼できる
数値であ り、そのまま資産の金額であり同時に資本の金額 となる。他 方、(2)の場合には、株式交換によ
る企業買収のように、受け入れた資産の公正価値よりも発行 した株式の公正価値のほ うが信頼できると
考えられ、資産の取得金額は、発行された株式の公正価値 によって決定 されるT。こうして決定 された資
産の取得金額は、利用や販売を通 じて費用化 されていく。同様に、費用の発生時に株式による支払義務
を株式数によって決 めた場合には、費用の金額は株式の公正価値として測定されるであろ う。また、同
時に、支払義務の金額が株式の公正価値によって測定され ることになる。 ここでは株式が発行 され るの
で資本が認識される。
しか し、ス トック ・オプシ ョンでみ られるように、支払に株式そのものが用い られるわけではな く株
式購入権を付与 した場合はどうであろ うか。資産の取得 と費用の発生と引き換えに、行使価格で株式を
購入できる権利 であるオプションを付与 した場合には、株式発行はオプシ ョンの保有者の行使を待つ形
となる。 ここでは、まず財 ・サー ビスの受け入れに伴って 「ス トック ・オプション」("stockoption")
とい う何 らかの義務(obligation)が計上されることになる。ただ、義務 とはいっても、ス トック ・オプ
ションは新株引受権(stockwarrant)と同様に、株式 と同 じ資本に分類 されると考えられれば6、資産の取
得金額や費用の金額が決め られていない場合には、発行 した株式に該当するス トック ・オプションにつ
いて公正価値が測定 され、それが資産の取得金額や費用の金額 として計上 されるとみてよい。 この考え
にしたがえば、支払義務の金額 もス トック ・オプションの公正価値によって測定 されるが、前述のよ う
にス トック ・オプシ ョンを資本とみれば、資本がその金額だけ認識される。
では、ス トック ・オプシ ョンの公正価値 とは、株式の公正価値の ようにある程度の信頼性をもって決
定されるであろうか。ス トック ・オプシ ョンの公正価値が、取得 した資産や発生する費用、ならびに支
払義務の金額を決定す る以 ヒ、会計情報として信頼できる数値なのかは、大いに検討 され るべき問題で
ある。
i)ス トック ・オ プシ ョンの公 正価値 の算定
市場性のある株式や新株引受権の場合 公正価値は市場価格(時 価)に 等 しい。他有、ス トック.・オ
プシ ョンは 市場性 が ないた め、その公 正価値 はオ プシ ョン ・プ ライ シ ング ・モ デルに依存 して決定 され
る。 オ プシ ョン・プ ライ シ ング ・モ デル において は、1オ プシ ョン あた りの公 正価値 は、行使価格、オ
1FASB[1993]
ρ別π,7を見 よ。 また 、 米国 に お け る技 術 ライ セ ン ス の売 買交 渉 時 にお け る売 買 価 格の 問 題 を紹介 した もの と して 今 福
[2001】pp.62-63を参 照 せ よ,そ こで は 、売 買 価 格 が ライ セ ン スの 価 格 か 発 行 す る 自社 株 の時 価 で ある か とい う問 題 につ い て述 べ られ
て い るむ
sこ の考 え 方 は
、FASB[1985]にお け る資 本 ・負 債 の 定 義 に した が っ て導 か れ て お り、 株式 も新 株 引受 権 も広 い意 味 での 持 分 証 券 と して
一 括 され て い る




プシ ョンの有効期間、付与 日の株価、予想 されるボラティ リティ(株価変動幅)、予想 され る配当、 リス
ク ・フ リー ・レー トによって算定される。ただし、通常のオプシ ョンと異なって、ス トック ・オプシ ョ
ンの場合には譲渡の禁止 と退職による失効が契約で決め られていることが多い。 したがってこの2つ の
要素を織 り込んで公正価値が算定される9。 ・.
まず、譲渡の禁止にっいては、ス トック ・オプシ ョンを付与された者の換金手段が権利行使に限定さ
れる ことを意味す るので、オプシ ョンの存続期間は、契約による有効期間よ り短 くなると思われる。 し
たが って、オプシ ョン ・プライシング ・モデルの説明変数である 「オプションの有効期間」を 「オプシ
ョンの予想 され る存続期間』におきかえた うえで、1オ プションあた りの公正価値が計算 される。 この
よ うに計算 された1オ プシ ョンあた りの公正価値 に、付 与されたオプシ ョン数を乗 じて、公正価値が算
定され る。 しか し、退職 による失効を考慮す ると、あ らか じめ予想 され る失効の比率を見積 もり、その
比率を差 し引いたオプシ ョン数を乗 じて最終的に公正価値が計算される。
市場性のある新株引受権やオプションについては、市場が完備 していればオプシ ョン ・プライシング ・
モデルによって算定 された公正価値と市場価格(時 価)は 一致する。モデルの設計によっては数値 が大
きく異なることがある10が、ス トック ・オプシ ョンの公正価値を、取得 した資産や発生 した費用の金額 と
する考え方は、株式の公正価値のケース と同様に説明力を有 していると思われ る。
実際 には、会計デー タを用いて意志決定を行 う投資家は、企業がどのようなモデルを使ってス トック ・
オプシ ョンの公正価値を算定す るかがわかればよい、とい う考えもある。"
2)現 行の会計基準の考え方
以上より、株式による支払によって取得 された資産や発生 した費用の金額は、株式の公正価 値や ス ト
ック ・オプシ ョンの公正価値によって決定されることを理論的に説明 してきた。そ こでは、市場価格に
よらず複雑なモデル の組み立てによって算定された公正価値について信頼性 を問 うこともでき、会計情
報の有効性が問われている。
では、現行の会計基準では、株式に よる支払について何 らかの規定を行ってい るのであろ うか。 ここ
では、米国の会計基準 と国際会計基準の動 きを紹介す る。
株式に よる支払について包括的な会計基準が存在す るのは、米国のみである。財務会計基準審議会
(F∧SB)の基準 書第123号 「株 式に基づ く報酬 の会計 処理1で は、株 式お よび ス トック ・オ プシ ョンの
公正価1直を、取得 した資産 と発生 した費用の金額 にす る方法が推奨 され ているeこ こでい う 「報酬」
(compensation)とは、従業員に対する支払だ けではな く、社外取締役、独立契約 当事者、取引業者へ
の支払までを意味する11。なお、株式およびス トック ・オプシ ョンの公正価値により資産 と費用の計上金
額が決定 され る方法は、従業員以外の支払において強制 されている。従業員への支払には、公正価値を
9計 算 方 法 の詳 細 に つ い て は 、FAsB[1993]phras.196-202を参 照せ よ。FAsB[s995]およ びIAsc[2000b]にお い て も 同 様 の 計 算 が行 われ
る こ とが 説 明 され て い る。
tOこの 点 は 、 しば しば ス トッ ク ・オ プ シaン の 付 与に あ た り公 正 価 値 に 等 しい 費用 を 計 上 す る こ とに 反 対 す る 立 場 か ら、反 対理 由 と し
て 述 べ られ て い る こ との ひ とっ で あ る。
11FASB[!993]paras.5,7and8を参照 の こ と。
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用いない方法を規定 した古い会計基準である会計原則審議会(APB)の意見書第25号 「従業員に対 して
発行 された株式の会計」の適用が許可されている12。
この ように、株式による支払に関する米国の現行の会計基準は、公正価値で資産や費用の金額を計上
す ることを規定 しなが ら献 従業員に対す る支払についてのみ、株式およびス トック ・オプシ ョンの公
正価値 を費用計上する方法を強制 していない。妥協策 として、公正価値の開示と計算モデノヒの説明変数
の開示、株式関連報酬のオプシ ョン数や行使条件の開示が規定 されているだけである。'株式による支払
とい う性質を持 ちつつ も、公正価値を資産や費用として計上するか否かについて、2つの方法が共存す る
のである。
この ような米国の会計基準に対 して、国際会計基準では、従業員への支払について株式およびス トッ
ク ・オプシ ョンの公正価値を費用計上す る意向である。今のところ、ポジション ・ペーパー 「株式によ
る支払の会計」13の段階であるが、その姿勢が打ち出されている。
以上の資産 と費用の計上金額に関する考え方には、株式およびス トック ・オプシ ョンを包括的に資本
とみる考え方が従来は備わっていた。 しか し、本稿のテーマである株式による支払の会計を契機 として、
負債の定義の再検討が行われている。今度はその観点から分析 してみよ う。
3.株式による支払義務を負債とみるか資本とみるか
前節では、株 式による支払義務を資本とみて説明を試みた。その際、受 け入れた資産や発生 した費用
の金額 と、資本の金額は等 しいものとして扱われてきた。それに対 して、近年の負債の定義の再検討に
関する議論の動きを追ってい くことに したい。
(1)米 国FASBにお ける資 本 と負債 の 区分 に 関する討議資料(1990年)
米国 ドASBでは、資本 と負債の区分について早くから検討作業を行 っていた。その背景は、転換社債な
ど負債 と資本の性質を合わせ持つ複合金融商品の会計処理 を考察す ることであった。その際、転換社債
の うちの転換権部分、新株引受 権、ス トック ・オプシ ョンが負債にあたるか資本にあたるかについて、
綿密な分析が行われた。本稿の前節では、資本と見て考察を進めたが、1990年に公表 された討議資料第
94号 「負債証券 と持分証券の区別および両者の性質を合わせ持つ複合金融商品の会計]で は、負債 とみ
る考え方が資本 と同様に詳 しく議論 されていたのである。.
ただ し、前節で株式による支払義務を資本 として考察 したのは、米国FASBの概念基準書第6号 「財務
諸表の構成要素」における負債の定義にしたがったからである。それによれば、負債とは、「他の実体に
よる当該実体の資産に対する請求権で、将来の資産 の犠牲 を伴 うもの」を意味 している。 この定義か ら
i2FASB[1995]psrns.tl-15によ る。
iiIASC[2000b]による 。 こ の ポ ジ シ ョンペ ー パ ー をま とめ たG4+1は、米 国 、イ ギ リス 、 カナ ダ 、オ ー ス トラ リア 及 び ニ ュー ジー ラン ド
の 会 計 基 準設 定 機 関 と 国際 会 計 基 準 委 員 会 の メ ン バ ー で構 成 され る研 究 グル ー プ で あ る。
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は、ス トック ・オプシ ョンは請求権 にあたるものの、この請求権が行使 される時 には株式を発行するだ
けであって何 らかの資産を犠牲にす るわけではない。株式は資産にあたらないとみるので、ス トック ・
オプションは負債ではないと考えられたのである。
概念基準書第6号 では、負債にあてはまらない ものをすべて資本に含めている。すなわち、負債 と資
本は相互排他的な概念 として把握されてい るのである。 したがって、ス トック ・オプションが負債でな
い とすれば、資本に含めるしかない。
このような考 え方に対 して、討議資料第94号で平行 して展開された、株式による支払義務を負債 とみ
なす考え方はどのよ うなものであったのであろ うか14。この考え方のもとでは、自己株式を資産 とはみな
い ものの、新株引受権やス トック ・オプションが事実上、現金やその他の資産の代わ りに用い られてい
るもの とみて、株式 を発行する義務を本質的には資産を移転させる義務であると解釈 している。つまり、
会社にとって、新株引受権やス トック ・オプションの行使に基づく株式の発行は、市場価格以外の資本
取引であるため、株主取引ではないとみているのである。
ではス トック ・オプションが行使 された場合には、負債 とみた場合はどの ように処理 されるのであろ
うか。株主取引ではない とみるため、株式の時価 と行使価格の差額である有利発行費を費用 として計上
し、株主間の価値の再分配が損益 として認識 されることになる。ここでは、利益計算が株主全体ではな
く、既存株主の立場で行われてお り、会計情報の提供 目的に関する論点 となる。時価 よりも低い行使価
格で株式が発行され ると、既存株主にとっては株式の価値は稀薄化 し、時価と行使価格の差額 である有
利発行費は既存株主の損失 に該 当す るか らである。 この場合、払込資本の金額は有利発行費の分だけ大
きくなるが留保利益は小さくなる。 したがって、広義の資本の大きさは、ス トック ・オプションを資本
に含め る場合と変わ りはない。
他方 、新株引受権やス トック ・オプシ ョンが行使 されないまま期限切れとなった場合にはどのように
処理 されるであろ うか。討議資料第94号では、新株 引受権やス トック ・オプションを資本 とみる場合に
は、行使されないまま失効となってもその金額を払込資本に含 めよ うとしていた。 しか し、負債 とみる
場合 には期間利益に算入す るものとしている。 このように、資本 とみるか負債とみるかで、行使 されな
いまま期限切れ となった場合の新株引受権や ス トック ・オプシ ョンの処理が異なっていると考えられて
いるのである。
前述 したように、討議資料において、株式による支払義務を負債とみることは、利益計算を既存株主
の立場で行 うことを意味す る。行使 された時には有利発行費が計上 されるが、行使されないまま期限切
れ となった場合には、既存株主に新株引受権ない しス トック ・オプシ ョンの価値が移転 されたので利益
をみることになる。
ただ し、討議資料第94号において検討された株式によるの支払義務を負債とみる考え方は、概念基準
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(2)米 国FASBに よ る ス トック ・オ プ シ ョンに 関 す る会 計 基 準(1993年 ・1995年)15
米国FASBにおい てス トック ・オプ シ ョンに関す る会計基準が 検討 され た過 程にお いては、概 念基準書
第6号 にお ける負 債 と資本の定義 に したが う形 となってい た。 しか し、公 開草案や会 計基準においては、
負 債に関す る記述 もみ られ る。
ス トック ・オ プシ ョンを付 与 した場合 、前節 で考 察 した よ うに、公正価 値を計算 しそれ に基 づいた資
産や 費用 が計 上され るとい う考 え方が 示 され た。 それ に対 して、付与 日か ら権利 確定 日までに株 価の状
況 な どが 変化 した場合 に、 ス トック ・オ プシ ョンの公 正価 値が不変で あ るとは言え ない ので、その価値
変動 を織 り込んで資産 や費用の数値 に反 映 させ るべ きでは ないか、 とい う意 見があった。
ス トック ・オプ シ ョンの公 正価 値の変動 要因 と して は、ボ ラテ ィ リテ ィや配 当の 予想 の変化 な どが考
え られ る。 また、退職 に よる失 効の 見積 も りに変 更が 生 じた場合 には、1オ プシ ョン あた りの公正価値
に乗 じるオプ シ ョン数 を調整す るこ ともあ りうる。 この よ うな変化 を、 資産 と費用 の金額に反映 させ る
には、付 与 日に認識 した 「ス トック ・オ プ シ ョン」の数値 も修 正 され る ことになる。 しか し、ス トック ・
オプ シ ョン を資木 と見 る と、現行 の会計ルール では株 主持 分を再評価す るこ とはあ りえない。そ のた め、
公IE価値 を再計算 して も、資産 と費用 の金額 を修正で きないの である。そ こで、米国FASBでは、ス トッ
ク ・オプ シ ョンの公 正価値 の 再計算 と資産 ・費用 の修 正 を可能 にす べ く、ス トック ・オプ シ ョンを負債
として認 識す る考 え方を検討対 象 としたので ある。
1995年におい ては、概念基準書鋪6号 と討議資料第94号 における資本 と見 る考 え方に したが ってい た。
しか し徐 々に、負債の定義 を再検討 してい く方 向がみ られ てい る。その きっか けは、 国際 会計基準 にお
ける負債 と資本の 考え方 であ ると思 われ る。
(3)国際会 計基準 にお ける持 分金融商 品の定義(1998年、2000年)
国際会計基準では、持分金融商品にっいて定義が与えられている。ただし、ス トック ・オプションな
ど従業員給付にかかわる制度については、国際会計基準における金融商品の規定から除外 され るもの と
考えられている。 しか し、本稿の前節で見たように、従業員に関するス トック ・オプションであるか ど
うかは問わず、株式による支払義務その ものを考察するために、あえて国際会計基準における金融商品
の分類について紹介することにしたい。
まず、いわゆる株式による支払義務は株式オプションない し新株引受権 とよばれてお り、第32号f金
融商品:開 示及び表示」において、持分金融商品 として定義 されている16。そこでは米国の概念基準書と
同様に、現金 または他の金融資産を引き渡す義務がないか らであると述べ られている。この点について
は解釈指針書第16号f資本金一再取得 された自己の持分金融商品(自 己株式)」で も明らかである17。
続いて、第39号 「金融商品:認 識及び測定」においては持分金融商品の定義がさらに詳 しく述べ られ
is米国 の ス トック ・オ プ シ ョンに 関 す る会 計基 準 にっ い て は 、企 業 財 務 制 度研 究会[1999】、名tw[1{98】、名越[lg99]などを参 照 され た
61、SC[tg98.]parn.16を参 照 の 。 、.・
ilIASC[1998b]pnras
.8and9を 参 照 の こ と。
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ている18。第39号 では企業が発行 した持分金融商品、そ れに関するオプシ ョンは適用されないと述べ ら
れている19。しか し、持分金融商品に関 して金融負債 として処理されるケースが紹介 されている。そこで
は、金融資産の支払または持分証券 の形式による支払のいずれかを選択できる場合に、持分証券の価値
の合計が契約上の債務の金額に等 しくなるように、持分証券の数量が設定 され る場合 には、持分証券を
付与 される者は金融負債 として認識 されるとい う。 これは前節の(Dのケースである。この場合、持分金
融商品の保有者は、その持分証券の価格変動による利得または損失に さらされていないのである20。
(4)米 国FASBの 負 債 の 定 義 の 修 正(2000年)
(Dで述べ た よ うに、米 国FASBは、1990年の段 階では 、1985年に規 定 され た概念 基準 書第6号 にお け
る負債 と資本 の定義 に したが って、株 式での支払義務 を資本 とみ な していた。 しか し、2000年に2つ の
公 開 草案 「負 債証 券、 持分証 券、 お よび両者θ)性質 を合 わせ持つ複 合金 融商品 の会計 」 と 「負債の 定義
を修 正す るための概念 基準書第6号 の改訂」が公表 され21、株式 での支払義 務のす べてが必ず しも資本 を
意味す るとは限 らない可能性 が出 てきた。前述の 国際 会計基準書第39号 における持分証券の定義 と同 じ
よ うな動 きであ る。
公 開草案 にお ける負債 の定義 の修 正について は、従 来 の定義 に追加が行われてい る。そ こでは、 「株式
発 行 に よ る 決 済 が 要 求 され る か あ る い は 許 可 され る 債 務(obligation)であ り、 か っ所 有 者 関 係
(ownershiprelationship)を構 築 しない」 とい うもので ある。 言い換 えれば、株 式に よる支払義務 の う
ち、所 有 者関係 を構築 しない株式 発行 の場合 には 「負 債」で ある こ とを意味す る。 ここで 、問題 とな る
のは 「所 有者 関係 を構 築 しない 」株式 発行の意 味で あ るが、公開 草案で は、債務の決済 に資産 の代 わ り
に株 式発 行が行 われ るケ ース を 「所有者 関係 を構 築 しない」 としてい る。 さらに、 この ケース では、所
有者 関係 で はな く、債権 債務 関 係(debtor-creditorrelationship)が生 じてい るので負 債 として判 断 さ
れ るので あ る。
では、米 国FASBは概念 基準書 第6号 におけ る負 債 の定義を修正 した上で、株式 による支払義務 を どの
よ うに とらえたの で あろ うか。公 開 草案 「負 債証券 、持分 証券 、及 び両者 の性 質 を合わせ持 つ複 合金 融
商品の会 計 」で は、ス トック ・オ プシ ョン も含 めて規 定が行 われ て いる。 そ こで は、決済 に用い る株 式
数が固 定的 に決 め られ ていれ ば、資 本 であ ると してい る。他 方、株 式数 が付与後の条件 な どに よって変
動す る場 台・には、 事情 は異 な る。 この場合 で資本 とな るには、 も し債務の金 銭的価値(rnonetaryvalue)
の変動 が、一 定数 の株 式 の公 正価値 の変動 に帰属 するか または等 しい ものであ り、変動 の方向が同 じ方
向で あるな らば資本で あ る とい う条 件がついて いる。
例 えば、債務 の金額 が あ らか じめ決 ま ってい た、本稿 前節 の(1)につい て検討 してみ よ う。株価が変 動
す るた め、一一定金 額 の債務 を決済 す るために発 行 す る株 式数 は株 価 に よって変動す る。 つま り、一定 数




.1{を 参 照 の こ と。 こ れ は 後 述 のFASB[2000blρares.3and9と内 容 的 に 似 て い る と 思 わ れ る 。21
FASB[2000a】お よ びFASB[2000b]を参 照 の こ と。
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(5)株式 の支払義 務 につ いての解 釈
以上で見たように、株式の支払義務については、一律に資本 と見るのではな く、条件次第で負債とみ
る可能性が出てきた。広い意味で、資本として とらえていた考え方に変化が出てきたのである。
ただ し、ス トック ・オプションの問題か ら見れば、費用計上について影響を与えるものではなく、資
本か負債かの問題である。形式的に資本 と解釈す ることができない場合には、会計情報の伝達にっいて
も、従来の株 式に関す るものと同じでよいかどうかについて考察 されると思われる。負債 として判断 さ
れた場合、債務の保有者を、株式による支払義務であっても債権者 として位置付けてよいかなどは重大
な問題 である。
また、株式の支払義務を負債 とみる場合、株式を資産とみることになるのであろ うか。 このことが冒
頭 で述べた 自己株式の処理との整合性である。
4.自己株式 をどうとらえるか
(1)米 国の会計 基準 と国際会計 基準
米国の会計基準22や国際会計基準23では、買い戻 した 自己株式は資本控除として処理されている。会計
理論の うえでは、自己株式の取得 ・売却は資本取引とみ られてお り、資産 として扱った場合に計上 され
る自己株式売却損益は発生 しない と考え られている。すなわち、 自己株式 と新株は区別されていないの
である。資本控除 とされた 自己株式が売却されれば、取得金額 と売却金額 との差額は、資本の形で処理
され る。
例 えば、売却金額が取得金額 より大きければ、その差額は払込資本となり、新株発行と変わりはない。
他方、売却金額が取得金額 よりも小 さければ、差額だけ払込資本を減 らす ことになる。 しか し、払込資
本を減 らす場合には、米国の場合限度がある。限度を越えた場合には、残 りを留保利益に負担 させ る形
となる。
しか し、本稿の主題である株式による支払義務 とい う観点か ら見ると、米国FASBや国際会計基準では、
株式による支払義務の一部、例えば 「所有者関係 を構築 しないような株式発行の義務」を負債 として把
握 しようとしている。 この動向は、 自己株式に関する会計理論上の通説 と同 じである現行の基準 とどの
ように両立 させていくのであろ うか。かって、米国の会計基準には、自己株式を資産 と見る例外規定が
存在 したが、この規定は削除 されている。 、
21米国 にお け る 自 己株 式 の 会 計 処 理 にっ い て は 、APB[1965]を参照 の こ と。
i31ASC[1998b】paras、4,5,8and9によ る。 こ れ は 、IASC[1998a]の解 釈 指 針 書 に あ た る。
-99一
第40巻第1号2001年10月




約方法 しだいで負債とみるため、自己株式 を資産 と見る余地が生まれてきている。その場合、売却 され
た自己株式を行使価格で購入 した、あるいは付与された 「株主」に対する会計情報のあり方も問われて
いる。彼 らは 「債権者」だったものの、購入後は 「株主」に変質 しているが、実質的に 「所有者関係」
にあるかは問われなければな らない。
(2)日本に お ける考 え方
日本では、 自己株式を取得 した場合、取得価額をもって資産の部に自己株式として計上 される。 自己
株式の取得 と売却を通 じて、譲渡差額が生 じる場合には、自己株式売却損益が認識される。米国の制度
との大きな違いは、自己株式を資産 と見るため、売却時に自己株式損益が利益計算の中で認識 される点
である。 日本公認会計士協会の会計制度委員会報告の改訂版では、このような自己株式売却損益は営業
外損益に属す ると規定 しただけで、 自己株式売却損益という名称に限定していない。場合によっては、
売却損が報酬費用として解釈 される余地を残 している25。
前述 したように、n本 では、商法改正によりいわゆる金庫株が解禁 とな り、 自己株式の取得 ・保有が
自由に行われることになった。その際、会計処理は未定であるものの、改正法では、一自己株式の資産の
部への計上を前提 とする規定が削除きれた26。また、目的 ・使途の制限なしに一般的な自己株式の取得を
認めそいるため、ス トック ・オプショシロ的など利用 目的 ごとの規定は削除 された2T。'さらに、自己株式
の売却は、取締役会の決議をもって新株発行に準 じて行 うことが可能となった28。
以上の 日本の動向を見ると、商法の観点か らは、 自己株式の資産の部への計上を前提 とする規定が削
除 されたことをもって、資本控除と見る余地 も生まれてきた29。さらに商法改正案の うち、新株 と自己株
式を区別 しない 「新株予約権」の概念 も登場 している30ため、自己株式の売却を資本の増加と見て、取得
された 自己株式は資本控除となる可能性がある。










本稿では、株式による支払義務に関す る議論を素材に して、資木 と負債の区別の問題や 自己株式の処
理にふれっつ、会計情報の提供 目的について考察 してきた。そこでは、現金な どの資産ではなく自社の
株式を発行す ることで決済する義務を負 うことは、負債 と資本のどちらに も計上しうるとい う最近の議
論の動向が説明された。 しか し、 日米ではアプローチが異なるため、逆の方向に議論が進んでいる。
本稿では、株式発行による債務を保有する者が 「債権者」であるか 「株主」であるかによって、会計
情報の提供 目的が異なる可能性 を指摘 したd債権者 と株主とでは、 リスクとリターンをどのように保有
しているかで大いに異なる。同 じく株式を持っていても、 リスクとリターンを保有 しないならば 「所有





を共有す るので、彼 らの存在は企業統治に役立つ とい う議論 もあるが、本稿で考察したように、「所有者
関係を構築 しないjの であれば株主と利害を共有することにはっなが らず債権者 として扱 うことになる。
企業統治と会計情報の関係については、今後の課題 として別稿にゆず りたい。
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